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(57)【要約】
　小型で高画素の撮像素子に好適で、かつ簡素な構成で
ある内視鏡用の対物レンズ及びそれを用いた内視鏡を提
供する。物体側から順に負の第１レンズ（Ｌ１）、正の
第２レンズ（Ｌ２）、開口絞り（Ｓ）、正の第３レンズ
（Ｌ３）および正の第４レンズ（Ｌ４）と負の第５レン
ズ（Ｌ５）とを貼り合わせた接合レンズ（Ｅ４５）とか
ら構成され、接合レンズ（Ｅ４５）が、下記条件式（１
）および（２）を満足する対物レンズ（１）を提供する
。ｎｎは第５レンズ（Ｌ５）のｄ線に対する屈折率、ν
ｐは第４レンズ（Ｌ４）のアッベ数、νｎは第５レンズ
（Ｌ５）のアッベ数である。
（１）　　　ｎｎ　≧　２．０
（２）　　　１２　＜　（νｐ－νｎ）　＜　３４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体側から順に、負の第１レンズ、正の第２レンズ、開口絞り、正の第３レンズおよび
正の第４レンズと負の第５レンズとを貼り合わせた接合レンズから構成され、
　前記接合レンズが、下記条件式（１）および（２）を満足する対物レンズ。
（１）　　　ｎｎ　≧　２．０
（２）　　　１２　＜　（νｐ－νｎ）　＜　３４
　ここで、
　ｎｎ：第４レンズのｄ線に対する屈折率、
　νｐ：第４レンズのアッベ数、
　νｎ：第５レンズのアッベ数
である。
【請求項２】
　下記条件式（３）を満足する請求項１に記載の対物レンズ。
（３）　　　１．５２＜（ｆ２３／ｆｌ）＜１．７５
　ここで、
　ｆ２３：第２レンズと第３レンズの合成焦点距離、
　ｆｌ：全系の焦点距離
である。
【請求項３】
　前記第１レンズが、下記条件式（４）を満足する請求項１または請求項２に記載の対物
レンズ。
（４）　　　ｎ１≧２．０
　ここで、
　ｎ１：第１レンズのｄ線に対する屈折率
である。
【請求項４】
　前記第２レンズが、下記条件式（５）を満足する請求項１から請求項３のいずれかに記
載の対物レンズ。
（５）　　　ｎ２≧２．００
　ここで、
　ｎ２：第２レンズのｄ線に対する屈折率
である。
【請求項５】
　前記第３レンズが、下記条件式（６）を満足する請求項１から請求項４のいずれかに記
載の対物レンズ。
（６）　　　（Ｒ３ｂ＋Ｒ３ａ）／（Ｒ３ｂ－Ｒ３ａ）≧－１．０
　ここで、
　Ｒ３ａ：第３レンズの物体側面の曲率半径、
　Ｒ３ｂ：第３レンズの像側面の曲率半径
である。
【請求項６】
　前記接合レンズ後端から像面までの間に正レンズを１枚以上備える請求項１から請求項
５のいずれかに記載の対物レンズ。
【請求項７】
　少なくとも前記第１レンズが、耐薬品性および／または滅菌耐性を有する材質で構成さ
れている請求項１から請求項６のいずれかに記載の対物レンズ。
【請求項８】
　前記接合レンズ後端から像面までの間に光路変換素子を備える請求項１から請求項７の
いずれかに記載の対物レンズ。
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【請求項９】
　請求項１から請求項８のいずれかに記載の対物レンズを備える内視鏡。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、対物レンズ及びそれを用いた内視鏡に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　医療等に用いる内視鏡は、操作性の向上や、患者の負担軽減のために内視鏡挿入部の細
径化、また、内視鏡挿入部の先端硬質部の短縮化が望まれている。したがって、内視鏡に
搭載される対物レンズは、レンズ外径が小さく全長が短く構成されていることが必要不可
欠である。また、内視鏡による診断能力の向上のためには、各種光学的収差を補正し画質
を向上させることが重要である。このように、小型で簡素な構成で、色収差が補正された
内視鏡用対物レンズが知られている（例えば、特許文献１から３参照。）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００７－２４９１８９号公報
【特許文献２】特許第４２４５９８５号公報
【特許文献３】特許第３０５１０３５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　第１の課題として、高画質化に関して倍率の色収差の補正が挙げられる。近年では撮像
素子の小型化および高画素化に伴い、より小型で高性能な対物レンズが望まれている。し
かしながら、従来の内視鏡用対物レンズは、開口絞りの物体側に負の屈折力、開口絞りの
像側に正の屈折力を配置したレトロフォーカスタイプの構造を有し、広角化を実現してい
る。すなわち、絞りに対して非対称な構成であり、像面湾曲、球面収差等が悪くなり、収
差バランスが悪くなる。特に倍率の色収差の補正が難しい。
【０００５】
　第２の課題として、製造コストの高騰が挙げられる。内視鏡用対物レンズは極めて小さ
なサイズとする必要がある。すなわち、レンズの研磨や組立てに高度な技術を要し、手間
や時間がかかる。したがって、一般のレンズに比べてその製造コストが極めて高価となっ
てしまうという。従来の内視鏡用対物レンズでは、上記第１の課題と同時にこの第２の課
題を解決することができない。
【０００６】
　例えば、特許文献２の第９実施例は簡素な構成であるが、倍率色収差（ＦラインとＣラ
インの差）は半画角ω＝６０°で焦点距離の１．２％と大きい。また、例えば特許文献１
の第６実施例は、簡素な構成であり、かつ、倍率色収差（ＦラインとＣラインの差）を半
画角ω＝６０°で焦点距離の０．２％と良好に補正しているが、接合レンズの接合面の曲
率半径が－０．８５６１と小さく、レンズ加工性能が悪い。
【０００７】
　本発明は、上述した事情に鑑みてなされたものであって、小型で高画素の撮像素子に好
適で、かつ簡素な構成である内視鏡用の対物レンズ及びそれを用いた内視鏡を提供するこ
とを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記目的を達成するため、本発明は以下の手段を提供する。
　本発明の第１の態様は、物体側から順に、負の第１レンズ、正の第２レンズ、開口絞り
、正の第３レンズおよび正の第４レンズと負の第５レンズとを貼り合わせた接合レンズか
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ら構成され、前記接合レンズが、下記条件式（１）および（２）を満足する対物レンズで
ある。
（１）　　　ｎｎ　≧　２．０
（２）　　　１２　＜　（νｐ－νｎ）　＜　３４
　ここで、ｎｎは第４レンズのｄ線に対する屈折率、νｐは第４レンズのアッベ数、νｎ
は第５レンズのアッベ数である。
【０００９】
　本発明の第１の態様では小型で光学全長の短い内視鏡用の対物レンズを得るために、光
学素子の構成枚数を最小限にして簡素な構成とした。
　条件式（１）は、接合レンズに含まれる負レンズの屈折率を規定している。色収差を補
正する場合、正群の負レンズとしては屈折率の大きい材質からなるものが好ましい。屈折
率の高い材質からなる負レンズを開口絞り後の後群に配置することで倍率の色収差を良好
に補正できる。また、このようにして接合レンズの負レンズに高屈折率材料を用いること
で、負レンズの肉厚を大きくすることができ、レンズ加工性が良好となる。
【００１０】
　さらに、第５レンズとして高屈折のものを用いることで、対物レンズ全系に対する、開
口絞りの後段に配置される後群の収差補正能力が向上し、第１レンズの硝材の選択性が広
がる。条件式（１）の範囲を外れると、全系で色収差を補正することが困難となるととも
に、レンズ加工性能が低下する。
【００１１】
　条件式（２）は、接合レンズの正レンズと負レンズのアッベ数差を規定している。正群
の負レンズとしてアッベ数の小さい材料からなるものを用いることにより、色収差の補正
と像面湾曲の補正とが可能となる。また、接合レンズの正レンズと負レンズとの接合面の
曲率半径を大きくし、レンズ加工性能を向上することができる。
【００１２】
　条件式（２）の下限１２を下回った場合、接合レンズにおける正レンズのアッベ数が小
さくなる、もしくは、負レンズのアッベ数が大きくなる方向にある。そのため、色収差の
補正が困難になりやすい。一方、条件式（２）の上限３４を上回った場合、接合レンズに
おける正レンズと負レンズとのアッベ数差が大きくなり、特に負レンズの分散が大きくな
る。そのため倍率色収差（特にｇラインとｄラインの差）が大きくなりやすく、それを補
正するため負レンズの曲率半径を小さくする必要が生じ、加工性能が低下する。
【００１３】
　上記発明においては、下記条件式（３）を満足していてもよい。
（３）　　　１．５２＜（ｆ２３／ｆｌ）＜１．７５
　ここで、ｆ２３は第２レンズと第３レンズの合成焦点距離、ｆｌは全系の焦点距離であ
る。
【００１４】
　条件式（３）は、開口絞り前後の第２レンズおよび第３レンズの合成焦点距離を規定し
ている。対物光学系の全長を短くして小型化しかつ像面入射角のばらつきを極力小さくす
るためには、少数枚数のレンズによって光線のベンディングを行う必要がある。レンズ加
工性能、組立て精度に関してもレンズ曲率半径は一定値以上であることが望ましい。その
ため第２レンズおよび第３レンズの焦点距離及び像面曲率半径のバランスをとる必要があ
る。
【００１５】
　条件式（３）の下限１．５２を下回った場合、全系の収差をバランスよく補正するため
には、第２レンズの屈折率を高くし、第３レンズの屈折率を低くする必要が出てくる。そ
のため、全系の収差補正を行える硝材の選択性が狭まってしまう。一方、条件式（３）の
上限１．７５を上回った場合、第２および第３レンズの屈折率を高くし、第３レンズの像
面側の面の曲率半径を小さくする必要が出てくる。そのため全系の収差補正を行える硝材
の選択性が狭まり、第３レンズの加工性能が低下しやすい。
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【００１６】
　上記第１の態様においては、前記第１レンズが、下記条件式（４）を満足していてもよ
い。
（４）　　　ｎ１≧２．０
　ここで、ｎ１は第１レンズのｄ線に対する屈折率である。
【００１７】
　条件式（４）は、第１レンズの屈折率を規定している。先端レンズに高屈折率硝材を使
用することで、第１レンズの凹面側曲率を緩くすることが出来る。外環境と接する先端レ
ンズには強度が求められるため硬い材質が選択されることが多い。そのような硬い硝材を
選択してもレンズ面の研磨が容易となり製造コストの低減を図ることが出来る。また、軸
上色収差を良好に補正することができる。また、第１レンズの凹面側曲率を従来と同等に
した場合には、画角をより大きくすることができる。
【００１８】
　上記第１の態様においては、前記第２レンズが、下記条件式（５）を満足していてもよ
い。
（５）　　　ｎ２≧２．００
　ここで、ｎ２は第２レンズのｄ線に対する屈折率である。
　このように、第２レンズに高屈折率硝材を使用することで、第２レンズの焦点距離が短
くなり、全系での倍率色収差の補正能力を向上することができる。
【００１９】
　上記第１の態様においては、前記第３レンズが、下記条件式（６）を満足していてもよ
い。
（６）　　　（Ｒ３ｂ＋Ｒ３ａ）／（Ｒ３ｂ－Ｒ３ａ）≧－１．０
　ここで、Ｒ３ａは第３レンズの物体側面の曲率半径、Ｒ３ｂは第３レンズの像側面の曲
率半径である。
【００２０】
　条件式（６）は、第３レンズを両凸もしくは平凸レンズとしている。このため、第３レ
ンズが小径であっても、レンズ面の研磨が容易となり製造コストの低減を図ることができ
る。また、第３レンズを両凸もしくは平凸レンズにすることで、軸外周辺の光線の角度小
さくし、コマ収差の補正能力を向上することができる。また、特に第３レンズの物体側の
面を平面にした場合には、その物体側に配置される開口絞りを変形させずに組み立てるこ
とが可能になり、組立てコストの低減を図ることができる。条件式（６）の下限－１を下
回った場合、第３レンズの曲率半径が小さくなってレンズ面研磨が困難になりやすく、ま
た、コマ収差補正が困難になる。
【００２１】
　上記第１の態様においては、前記接合レンズ後端から像面までの間に正レンズを１枚以
上備えていてもよい。
　このように、像面近傍に正の屈折力を含むことで、光線の像面入射角が光軸と平行に修
正される。これにより、シェーディング現象を防止することができるとともに、像面湾曲
補正に有利である。
【００２２】
　上記第１の態様においては、少なくとも前記第１レンズが、耐薬品性および／または滅
菌耐性を有する材質で構成されていてもよい。
　このようにすることで、外環境と接触する先端の第１レンズが、内視鏡に通常使用する
洗浄に耐えうる仕様となり、好ましい。第１レンズ以外の光学部材を、滅菌耐性および／
または薬品耐性を有する材質から構成しても良い。
【００２３】
　上記第１の態様においては、前記接合レンズ後端から像面までの間に、光線を偏向させ
る光路変換素子を備えていてもよい。
　例えば、撮像面が大きな撮像素子と組み合わせて用いる場合、プリズムなどの光路変換
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素子によって光路を９０度変換し、撮像面が光軸と平行になるように撮像素子を配置する
ことで、内視鏡の先端径を小さくすることが出来る。なお、光路の変換方向は９０度に限
らず、適宜選択できる。
【００２４】
　本発明の第２の態様は、上記いずれかに記載の対物レンズを備える内視鏡である。
　本発明の第２の態様によれば、対物レンズが内部に搭載される挿入部の先端部分である
硬質先端部の外径を小さくし、また、全長を短くし、生体への負担を軽減することがきる
。また、撮像面に結像される像は各種の収差、特に色収差が良好に補正されているので、
小型で高画素の撮像素子と組み合わせて用いた場合にも高画質な内視鏡画像を得ることが
できる。
【発明の効果】
【００２５】
　本発明によれば、小型で高画素の撮像素子に好適で、かつ簡素な構成である内視鏡用の
対物レンズ及びそれを用いた内視鏡を提供することができるという効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】本発明の一実施形態に係る対物レンズの全体構成を示すレンズ断面図である。
【図２】実施例１に係る対物レンズを示すレンズ断面図である。
【図３】図２の対物レンズの各種の収差を示す収差図である。
【図４】実施例２に係る対物レンズを示すレンズ断面図である。
【図５】図４の対物レンズの各種の収差を示す収差図である。
【図６】実施例３に係る対物レンズを示すレンズ断面図である。
【図７】図６の対物レンズの各種の収差を示す収差図である。
【図８】実施例４に係る対物レンズを示すレンズ断面図である。
【図９】図８の対物レンズの各種の収差を示す収差図である。
【図１０】実施例５に係る対物レンズを示すレンズ断面図である。
【図１１】図１０の対物レンズの各種の収差を示す収差図である。
【図１２】実施例６に係る対物レンズを示すレンズ断面図である。
【図１３】図１２の対物レンズの各種の収差を示す収差図である。
【図１４】実施例７に係る対物レンズを示すレンズ断面図である。
【図１５】図１４の対物レンズの各種の収差を示す収差図である。
【図１６】実施例８に係る対物レンズを示すレンズ断面図である。
【図１７】図１６の対物レンズの各種の収差を示す収差図である。
【図１８】実施例９に係る対物レンズを示すレンズ断面図である。
【図１９】図１８の対物レンズの各種の収差を示す収差図である。
【図２０】実施例１０に係る対物レンズを示すレンズ断面図である。
【図２１】図２０の対物レンズの各種の収差を示す収差図である。
【図２２】実施例１１に係る対物レンズを示すレンズ断面図である。
【図２３】図２２の対物レンズの各種の収差を示す収差図である。
【図２４】実施例１２に係る対物レンズを示すレンズ断面図である。
【図２５】図２４の対物レンズの各種の収差を示す収差図である。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　以下に、本発明の一実施形態に係る対物レンズ１および該対物レンズ１を硬質先端部に
備えた内視鏡について、図１を参照して説明する。
　本実施形態に係る対物レンズ１は、内視鏡の挿入部の先端部分である硬質先端部内に搭
載されるものである。対物レンズ１は、図１に示されるように、物体側から順に、前群Ｆ
Ｇと開口絞りＡと後群ＢＧとからなっている。前群ＦＧは、物体側から順に負の第１レン
ズＬ１および正の第２レンズＬ２から構成されている。後群ＢＧは物体側から順に正の第
３レンズＬ３、正の第４レンズＬ４と負の第５レンズＬ５とを貼り合わせた接合レンズＥ



(7) JP WO2011/125539 A1 2011.10.13

10

20

30

40

50

４５およびカバーガラスＣＧから構成されている。
【００２８】
　接合レンズＥ４５は、下記条件式（１）および（２）を満足している。
（１）　　　ｎｎ　≧　２．０
（２）　　　１２　＜　（νｐ－νｎ）　＜　３４
　ここで、ｎｎは第５レンズＬ５のｄ線に対する屈折率、νｐは第４レンズＬ４のアッベ
数、νｎは第５レンズＬ５のアッベ数である。
【００２９】
　第３レンズＬ３は、平凸レンズであり、物体側に平面を向けて配置されている。第３レ
ンズＬ３は、以下の条件式（６）を満足している。
（６）（Ｒ３ｂ＋Ｒ３ａ）／（Ｒ３ｂ－Ｒ３ａ）≧－１．０
　ここで、Ｒ３ａは第３レンズＬ３の物体側面の曲率半径、Ｒ３ａは第３レンズＬ３の像
側面の曲率半径である。
【００３０】
　第１から第５レンズＬ１からＬ５のうち少なくとも第１レンズＬ１は、高圧蒸気滅菌や
薬品による洗浄・滅菌に耐えられるように、滅菌耐性および薬品耐性に優れた哨材、例え
ば、サファイヤや、ジルコニア、イットリウム安定化ジルコニア、合成石英、透過性ＹＡ
Ｇまたはスピネルなどから形成されている。
【００３１】
　このように、本実施形態によれば、正の後群ＦＧに屈折率が高くアッベ数の低い負の第
５レンズＬ５を配置することにより、倍率の色収差を効果的に補正することができる。ま
た、第５レンズＬ５の曲率を小さくすることが可能になるので、第４レンズＬ４および第
５レンズＬ５の加工が容易になり、製造コストを低減することができる。
【００３２】
　また、このようにして接合レンズＥ４５の接合面の曲率を抑えても、像面までの焦点距
離を短くして対物レンズ１の光軸Ｚ方向の全長を比較的小さく抑えることができる。さら
に、内視鏡の先端硬質部の全長を短くして、内視鏡が挿入される生体への負担を軽減し、
また、先端硬質部の操作性を向上することができる。
【００３３】
　上記実施形態においては、第１レンズＬ１または第２レンズＬ２の少なくとも一方を、
２．０以上の高い屈折率を有する材質から構成してもよい。
　第１レンズＬ１の屈折率を２．０以上にした場合には、画角を維持したまま凹面の曲率
を小さくすることができる。また、凹面の曲率を従来と同等にした場合には、画角を広く
することができる。なお、屈折率が２．０以上であり滅菌耐性および薬品耐性に優れた哨
材としては、例えば、ジルコニアが挙げられる。
　第２レンズＬ２の屈折率を２．０以上にした場合には、第２レンズＬ２の焦点距離が短
くなり、その結果対物レンズ１全系の倍率色収差を小さくすることができる。
【００３４】
　また、上記実施形態においては、接合レンズＥ４５の後段に少なくとも１枚の正レンズ
を配置することとしてもよい。
　このようにして像面近傍に正の屈折率を有するレンズを配置することにより、像面への
光線の入射角を光軸Ｚに平行になるように修正して像面湾曲をさらに良好に補正すること
ができる。
【００３５】
　また、上記実施形態においては、第５レンズＬ５の後方の光軸Ｚ上に像を結像させる構
成としたが、これに代えて、第５レンズＬ５の後段に光路変換素子、例えば、光路を９０
°変換するプリズムを配置し、対物レンズ１の光軸Ｚに対して側方に像を結像させること
としてもよい。
　このようにすることで、例えば、対物レンズ１を、撮像面の大きな撮像素子と組み合わ
せて用いる場合でも、撮像素子を対物レンズ１の光軸Ｚと平行に配置することにより、先
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端硬質部の外径を小さくすることができる。
【実施例】
【００３６】
　次に、上述した実施形態に係る対物レンズの実施例１から１２について、図２から図２
５を参照して以下に説明する。なお、以下に記載するレンズデータにおいて、曲率半径お
よび面間隔の単位はｍｍであり、屈折率はｄ線に対する値である。また、参照する図面の
レンズ断面図において、ｒは曲率半径、ｄは面間隔、ｒおよびｄの後に付した番号は面番
号を表し、矢印Ｘは物体面、矢印Ｙは像面を表している。また、参照する図面の収差図に
おいて（ａ）は球面収差、（ｂ）は非点収差、（ｃ）は倍率色収差、（ｄ）は放射（Ｍ）
方向のコマ収差、（ｅ）は半径（Ｓ）方向のコマ収差をそれぞれ示している。
【００３７】
〔実施例１〕
　実施例１に係る対物レンズは、図２に示されるように、第１レンズとして物体側に平面
を向けた平凹レンズ、第２レンズとして像面側に平面を向けた平凸レンズ、第３レンズと
して物体側に平面を向けた平凸レンズ、第４レンズとして両凸レンズ、第５レンズとして
物体側に凹面を向けた凹メニスカスレンズを使用している。実施例１に係る対物レンズの
レンズデータを以下に示す。また、このように構成された本実施例に係る対物レンズの各
種収差図を図３に示す。
【００３８】
レンズデータ
面番号　　　　　曲率半径　　　　面間隔　　　　屈折率　　　アッベ数
物体面　　　　　　　　∞　１０．１２８　　１．０００
　　１　　　　　　　　∞　　０．４４４　　１．７６８　　７２．２３
　　２　　　０．６２４０　　０．５１３　　１．０００
　　３　　　３．９８４９　　０．５９９　　１．９２３　　１８．９０
　　４　　　　　　　　∞　　０．０５３　　１．０００
　　絞　　　　　　　　∞　　０．０５３　　１．０００
　　６　　　　　　　　∞　　１．０６９　　１．７２９　　５４．６８
　　７　　－１．３３６３　　０．０５３　　１．０００
　　８　　　２．５４６２　　１．０６９　　１．７２９　　５４．６８
　　９　　－１．１５８６　　０．６８８　　２．３１７　　２２．４０
　１０　　－３．３１４４　　０．７３１　　１．０００
　１１　　　　　　　　∞　　１．４８６　　１．５１６　　６４．１４
　１２　　　　　　　　∞　　０．０００　　１．０００
　像面　　　　　　　　∞　　０．０００
【００３９】
〔実施例２〕
　実施例２に係る対物レンズは、図４に示されるように、実施例１に係る対物レンズと同
様の構成を有している。本実施例に係る対物レンズのレンズデータを以下に示す。また、
このように構成された本実施例に係る対物レンズの各種収差図を図５に示す。
【００４０】
レンズデータ
面番号　　　　　曲率半径　　　　面間隔　　　　屈折率　　　アッベ数
物体面　　　　　　　　∞　１０．１６７　　１．０００
　　１　　　　　　　　∞　　０．４４６　　１．７６８　　７２．２３
　　２　　　０．６１４４　　０．４４５　　１．０００
　　３　　　４．６０８５　　０．５６６　　１．９２３　　１８．９０
　　４　　　　　　　　∞　　０．０５４　　１．０００
　　絞　　　　　　　　∞　　０．０５４　　１．０００
　　６　　　　　　　　∞　　１．００４　　１．７２９　　５４．６８
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　　７　　－１．２８７３　　０．０５４　　１．０００
　　８　　　３．５３９５　　１．２３１　　１．８８３　　４０．７６
　　９　　－１．０６０９　　０．５７３　　２．３１７　　２２．４０
　１０　　－３．４２００　　０．７５２　　１．０００
　１１　　　　　　　　∞　　１．５０９　　１．５１６　　６４．１４
　１２　　　　　　　　∞　　０．０００　　１．０００
　像面　　　　　　　　∞　　０．０００
【００４１】
〔実施例３〕
　実施例３に係る対物レンズは、図６に示されるように、実施例１に係る対物レンズと同
様の構成を有している。本実施例に係る対物レンズのレンズデータを以下に示す。また、
このように構成された本実施例に係る対物レンズの各種収差図を図７に示す。
【００４２】
レンズデータ
面番号　　　　　曲率半径　　　　面間隔　　　　屈折率　　　アッベ数
物体面　　　　　　　　∞　　９．７５６　　１．０００
　　１　　　　　　　　∞　　０．５２７　　１．７６８　　７２．２３
　　２　　　０．５８２４　　０．４２７　　１．０００
　　３　　　１．６６７６　　０．６１７　　１．９２３　　１８．９０
　　４　　　２．５３８７　　０．０８６　　１．０００
　　絞　　　　　　　　∞　　０．０５１　　１．０００
　　６　　　　　　　　∞　　０．８１２　　１．７２９　　５４．６８
　　７　　－１．２５４６　　０．０５１　　１．０００
　　８　　　２．０８２１　　１．０２３　　１．７２９　　５４．６８
　　９　　－１．０００７　　０．５９６　　２．１００　　３０．００
　１０　　－３．３５７３　　０．６９７　　１．０００
　１１　　　　　　　　∞　　１．４３１　　１．５１６　　６４．１４
　１２　　　　　　　　∞　　０．０００　　１．０００
　像面　　　　　　　　∞　　０．０００
【００４３】
〔実施例４〕
　実施例４に係る対物レンズは、図８に示されるように、実施例１に係る対物レンズと同
様の構成を有している。本実施例に係る対物レンズのレンズデータを以下に示す。また、
このように構成された本実施例に係る対物レンズの各種収差図を図９に示す。
【００４４】
レンズデータ
面番号　　　　　曲率半径　　　　面間隔　　　　屈折率　　　アッベ数
物体面　　　　　　　　∞　　７．４６６　　１．０００
　　１　　　　　　　　∞　　０．３５０　　１．７６８　　７２．２３
　　２　　　０．６２０３　　０．５０２　　１．０００
　　３　　　５．２６６９　　０．９８９　　１．７６２　　２６．５２
　　４　　　　　　　　∞　　０．０３５　　１．０００
　　絞　　　　　　　　∞　　０．０３５　　１．０００
　　６　　　　　　　　∞　　１．０３１　　１．７２９　　５４．６８
　　７　　－１．３８０７　　０．１１５　　１．０００
　　８　　　２．１４７５　　１．１６６　　１．７２９　　５４．６８
　　９　　－１．４０７２　　１．０３０　　２．３１７　　２２．４０
　１０　　－６．４８０５　　０．５８１　　１．０００
　１１　　　　　　　　∞　　１．５９６　　１．５１６　　６４．１４
　１２　　　　　　　　∞　　０．０００　　１．０００
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　像面　　　　　　　　∞　　０．０００
【００４５】
〔実施例５〕
　実施例５に係る対物レンズは、図１０に示されるように、実施例１に係る対物レンズと
同様の構成を有している。本実施例に係る対物レンズのレンズデータを以下に示す。また
、このように構成された本実施例に係る対物レンズの各種収差図を図１１に示す。
【００４６】
レンズデータ
面番号　　　　　曲率半径　　　　面間隔　　　　屈折率　　　アッベ数
物体面　　　　　　　　∞　　７．２６８　　１．０００
　　１　　　　　　　　∞　　０．３４１　　１．８８３　　４０．７６
　　２　　　０．６０７８　　０．４８４　　１．０００
　　３　　　２．０５７２　　０．９８８　　１．７６２　　２６．５２
　　４　　　　　　　　∞　　０．０３４　　１．０００
　　絞　　　　　　　　∞　　０．０３４　　１．０００
　　６　　　　　　　　∞　　１．０６１　　１．７２９　　５４．６８
　　７　　－１．７２１２　　０．１５２　　１．０００
　　８　　　１．７２０４　　１．１８６　　１．７２９　　５４．６８
　　９　　－１．２７９１　　０．６８８　　２．３１７　　２２．４０
　１０　　－６．３８７５　　０．５６９　　１．０００
　１１　　　　　　　　∞　　１．５５４　　１．５１６　　６４．１４
　１２　　　　　　　　∞　　０．０００　　１．０００
　像面　　　　　　　　∞　　０．０００
【００４７】
〔実施例６〕
　実施例６に係る対物レンズは、図１２に示されるように、実施例１に係る対物レンズと
同様の構成を有している。本実施例に係る対物レンズのレンズデータを以下に示す。また
、このように構成された本実施例に係る対物レンズの各種収差図を図１３に示す。
【００４８】
レンズデータ
面番号　　　　　曲率半径　　　　面間隔　　　　屈折率　　　アッベ数
物体面　　　　　　　　∞　　７．３７２　　１．０００
　　１　　　　　　　　∞　　０．３４６　　２．３１７　　４０．００
　　２　　　０．８３３７　　０．５０４　　１．０００
　　３　　　２．２９００　　０．９４３　　１．７６２　　２６．５２
　　４　　　　　　　　∞　　０．０３５　　１．０００
　　絞　　　　　　　　∞　　０．０３５　　１．０００
　　６　　　　　　　　∞　　１．１５５　　１．７２９　　５４．６８
　　７　　－１．４７７９　　０．１５６　　１．０００
　　８　　　２．１７２４　　１．１５７　　１．７２９　　５４．６８
　　９　　－１．３０６６　　０．７００　　２．３１７　　２２．４０
　１０　　－６．３９０３　　０．８４９　　１．０００
　１１　　　　　　　　∞　　１．５７６　　１．５１６　　６４．１４
　１２　　　　　　　　∞　　０．０００　　１．０００
　像面　　　　　　　　∞　　０．０００
【００４９】
〔実施例７〕
　実施例７に係る対物レンズは、図１４に示されるように、実施例１に係る対物レンズと
同様の構成を有している。本実施例に係る対物レンズのレンズデータを以下に示す。また
、このように構成された本実施例に係る対物レンズの各種収差図を図１５に示す。
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【００５０】
レンズデータ
面番号　　　　　曲率半径　　　　面間隔　　　　屈折率　　　アッベ数
物体面　　　　　　　　∞　　７．２７０　　１．０００
　　１　　　　　　　　∞　　０．３４１　　２．１７０　　３３．００
　　２　　　０．６６６６　　０．４３５　　１．０００
　　３　　　１．８３３４　　１．０４４　　１．７６２　　２６．５２
　　４　　　　　　　　∞　　０．０３４　　１．０００
　　絞　　　　　　　　∞　　０．０３４　　１．０００
　　６　　　　　　　　∞　　１．０８５　　１．７２９　　５４．６８
　　７　　－１．７５４１　　０．２３７　　１．０００
　　８　　　１．６５５４　　１．４２６　　１．７２９　　５４．６８
　　９　　－１．１２５２　　０．６８７　　２．３１７　　２２．４０
　１０　　－６．４９００　　０．６１０　　１．０００
　１１　　　　　　　　∞　　１．５５４　　１．５１６　　６４．１４
　１２　　　　　　　　∞　　０．０００　　１．０００
　像面　　　　　　　　∞　　０．０００
【００５１】
〔実施例８〕
　実施例８に係る対物レンズは、図１６に示されるように、実施例１に係る対物レンズと
同様の構成を有している。本実施例に係る対物レンズのレンズデータを以下に示す。また
、このように構成された本実施例に係る対物レンズの各種収差図を図１７に示す。
【００５２】
レンズデータ
面番号　　　　曲率半径　　　　面間隔　　　　屈折率　　　アッベ数
物体面　　　　　　　∞　　７．３５１　　１．０００
　　１　　　　　　　∞　　０．３４５　　２．１７０　　３３．００
　　２　　０．６８９５　　０．６３０　　１．０００
　　３　　２．３２１４　　１．０２１　　１．８４７　　２３．７８
　　４　　　　　　　∞　　０．０３５　　１．０００
　　絞　　　　　　　∞　　０．０３５　　１．０００
　　６　　　　　　　∞　　１．０３７　　１．７２９　　５４．６８
　　７　－１．７５４７　　０．１３１　　１．０００
　　８　　１．９１０５　　１．１８９　　１．７２９　　５４．６８
　　９　－１．２１７４　　０．５７９　　２．３１７　　２２．４０
　１０　－６．４２８２　　１．００６　　１．０００
　１１　　　　　　　∞　　１．５７１　　１．５１６　　６４．１４
　１２　　　　　　　∞　　０．０００　　１．０００
　像面　　　　　　　∞　　０．０００
【００５３】
〔実施例９〕
　実施例９に係る対物レンズは、図１８に示されるように、実施例１に係る対物レンズと
同様の構成を有している。本実施例に係る対物レンズのレンズデータを以下に示す。また
、このように構成された本実施例に係る対物レンズの各種収差図を図１９に示す。
【００５４】
レンズデータ
面番号　　　　　曲率半径　　　　面間隔　　　　屈折率　　　アッベ数
物体面　　　　　　　　∞　　７．４６６　　１．０００
　　１　　　　　　　　∞　　０．３５０　　１．７６８　　７２．２３
　　２　　　０．６２０３　　０．５８８　　１．０００
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　　３　　　６．２５０４　　０．９８９　　２．０５４　　２７．８０
　　４　　４０．３７２７　　０．０３５　　１．０００
　　絞　　　　　　　　∞　　０．０３５　　１．０００
　　６　　　　　　　　∞　　１．０３１　　１．７２９　　５４．６８
　　７　　－１．３８０７　　０．１１５　　１．０００
　　８　　　２．１４７５　　１．１６６　　１．７２９　　５４．６８
　　９　　－１．４０７２　　１．０３０　　２．３１７　　２２．４０
　１０　　－６．４８０５　　０．５８２　　１．０００
　１１　　　　　　　　∞　　１．５９６　　１．５１６　　６４．１４
　１２　　　　　　　　∞　　０．０００　　１．０００
　像面　　　　　　　　∞　　０．０００
【００５５】
〔実施例１０〕
　実施例１０に係る対物レンズは、図２０に示されるように、実施例１に係る対物レンズ
と同様の構成を有している。本実施例に係る対物レンズのレンズデータを以下に示す。ま
た、このように構成された本実施例に係る対物レンズの各種収差図を図２１に示す。
【００５６】
レンズデータ
面番号　　　　　曲率半径　　　　面間隔　　　　屈折率　　　　アッベ数
物体面　　　　　　　　∞　　７．３４８　　１．０００
　　１　　　　　　　　∞　　０．３４４　　２．１７０　　３３．００
　　２　　　０．６８９３　　０．６３０　　１．０００
　　３　　　３．４２６２　　１．２４３　　２．２５０　　２４．６０
　　４　　　　　　　　∞　　０．０３４　　１．０００
　　絞　　　　　　　　∞　　０．０３４　　１．０００
　　６　　　　　　　　∞　　１．０３６　　１．７２９　　５４．６８
　　７　　－１．７５４２　　０．１３１　　１．０００
　　８　　　１．９０９９　　１．１８９　　１．７２９　　５４．６８
　　９　　－１．２１６６　　０．５７８　　２．３１７　　２２．４０
　１０　　－６．４２６１　　１．００６　　１．０００
　１１　　　　　　　　∞　　１．５７１　　１．５１６　　６４．１４
　１２　　　　　　　　∞　　０．０００　　１．０００
　像面　　　　　　　　∞　　０．０００
【００５７】
〔実施例１１〕
　実施例１１に係る対物レンズは、図２２に示されるように、実施例１に係る対物レンズ
において、カバーガラスに代えてプリズム（光路変換素子）Ｐを備えた構成を有している
。本実施例に係る対物レンズのレンズデータを以下に示す。また、このように構成された
本実施例に係る対物レンズの各種収差図を図２３に示す。
【００５８】
レンズデータ
面番号　　　　　曲率半径　　　　面間隔　　　　屈折率　　　アッベ数
物体面　　　　　　　　∞　１０．１２８　　１．０００
　　１　　　　　　　　∞　　０．４４４　　１．７６８　　７２．２３
　　２　　　０．６２４０　　０．５１３　　１．０００
　　３　　　３．９８４９　　０．５９９　　１．９２３　　１８．９０
　　４　　　　　　　　∞　　０．０５３　　１．０００
　　絞　　　　　　　　∞　　０．０５３　　１．０００
　　６　　　　　　　　∞　　１．０６９　　１．７２９　　５４．６８
　　７　　－１．３３６３　　０．０５３　　１．０００
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　　８　　　２．５４６２　　１．０６９　　１．７２９　　５４．６８
　　９　　－１．１５８６　　０．６８８　　２．３１７　　２２．４０
　１０　　－３．３１４４　　０．３９６　　１．０００
　１１　　　　　　　　∞　　１．０００　　１．５１６　　６４．１４
　１２　　　　　　　　∞　　１．０００　　１．５１６　　６４．１４
　１３　　　　　　　　∞　　０．０００　　１．０００
　像面　　　　　　　　∞
【００５９】
〔実施例１２〕
　実施例１２に係る対物レンズは、図２４に示されるように、実施例１に係る対物レンズ
において、接合レンズの後段に、１枚の正レンズＬ６を備えた構成を有している。本実施
例に係る対物レンズのレンズデータを以下に示す。また、このように構成された本実施例
に係る対物レンズの各種収差図を図２５に示す。
【００６０】
レンズデータ
面番号　　　　　曲率半径　　　　面間隔　　　　屈折率　　　アッベ数
物体面　　　　　　　　∞　１０．７８８　　１．０００
　　１　　　　　　　　∞　　０．４７３　　１．７６８　　７２．２３
　　２　　　０．６６４６　　０．５４７　　１．０００
　　３　　　４．２４４５　　０．６３８　　１．９２３　　１８．９０
　　４　　　　　　　　∞　　０．０５７　　１．０００
　　絞　　　　　　　　∞　　０．０５７　　１．０００
　　６　　　　　　　　∞　　１．１３８　　１．７２９　　５４．６８
　　７　　－１．４２３３　　０．０５７　　１．０００
　　８　　　２．７１２１　　１．１３８　　１．７２９　　５４．６８
　　９　　－１．２３４１　　０．７３３　　２．３１７　　２２．４０
　１０　　－３．５３０４　　０．７７８　　１．０００
　１１　　　７．５１０４　　０．６３１　　１．５１６　　６４．１４
　１２　　　　　　　　∞　　０．８５２　　１．５１６　　６４．１４
　１３　　　　　　　　∞　　０．０００　　１．０００
　像面　　　　　　　　∞　　０．０００
【００６１】
　上述した実施例１から実施例１２に係る対物レンズの条件式（１）から（６）の値と全
系の焦点距離を表１に示す。
【００６２】
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【表１】

【符号の説明】
【００６３】
　１　対物レンズ
　ＣＧ　カバーガラス
　ＦＧ　前群
　ＢＧ　後群
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　Ｌ１　第１レンズ
　Ｌ２　第２レンズ
　Ｌ３　第３レンズ
　Ｌ４　第４レンズ
　Ｌ５　第５レンズ
　Ｅ４５　接合レンズ
　Ｓ　開口絞り
　Ｘ　物体面
　Ｙ　像面
　Ｚ　光軸

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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【図１５】 【図１６】

【図１７】 【図１８】
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【図１９】 【図２０】

【図２１】 【図２２】
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【図２３】 【図２４】

【図２５】
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【手続補正書】
【提出日】平成23年10月7日(2011.10.7)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体側から順に、負の第１レンズ、正の第２レンズ、開口絞り、正の第３レンズおよび
正の第４レンズと負の第５レンズとを貼り合わせた接合レンズから構成され、
　前記接合レンズが、下記条件式（１）および（２）を満足し、
　下記条件式（３）を満足する対物レンズ。
（１）　　　ｎｎ　≧　２．０
（２）　　　１２　＜　（νｐ－νｎ）　＜　３４
（３）　　　１．５２　＜　（ｆ２３／ｆｌ）　＜　１．７５
　ここで、
　ｎｎ：第５レンズのｄ線に対する屈折率、
　νｐ：第４レンズのアッベ数、
　νｎ：第５レンズのアッベ数、
　ｆ２３：第２レンズと第３レンズの合成焦点距離、
　ｆｌ：全系の焦点距離
である。
【請求項２】
　前記第１レンズが、下記条件式（４）を満足する請求項１に記載の対物レンズ。
（４）　　　ｎ１≧２．０
　ここで、
　ｎ１：第１レンズのｄ線に対する屈折率
である。
【請求項３】
　前記第２レンズが、下記条件式（５）を満足する請求項１に記載の対物レンズ。
（５）　　　ｎ２≧２．００
　ここで、
　ｎ２：第２レンズのｄ線に対する屈折率
である。
【請求項４】
　前記第３レンズが、下記条件式（６）を満足する請求項１に記載の対物レンズ。
（６）　　　（Ｒ３ｂ＋Ｒ３ａ）／（Ｒ３ｂ－Ｒ３ａ）≧－１．０
　ここで、
　Ｒ３ａ：第３レンズの物体側面の曲率半径、
　Ｒ３ｂ：第３レンズの像側面の曲率半径
である。
【請求項５】
　前記接合レンズ後端から像面までの間に正レンズを１枚以上備える請求項１に記載の対
物レンズ。
【請求項６】
　少なくとも前記第１レンズが、耐薬品性および／または滅菌耐性を有する材質で構成さ
れている請求項１に記載の対物レンズ。
【請求項７】
　前記接合レンズ後端から像面までの間に光路変換素子を備える請求項１に記載の対物レ
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ンズ。
【請求項８】
　請求項１に記載の対物レンズを備える内視鏡。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００８】
　上記目的を達成するため、本発明は以下の手段を提供する。
　本発明の第１の態様は、物体側から順に、負の第１レンズ、正の第２レンズ、開口絞り
、正の第３レンズおよび正の第４レンズと負の第５レンズとを貼り合わせた接合レンズか
ら構成され、前記接合レンズが、下記条件式（１）および（２）を満足し、下記条件式（
３）を満足する対物レンズである。
（１）　　　ｎｎ　≧　２．０
（２）　　　１２　＜　（νｐ－νｎ）　＜　３４
（３）　　　１．５２　＜　（ｆ２３／ｆｌ）　＜　１．７５
　ここで、ｎｎは第５レンズのｄ線に対する屈折率、νｐは第４レンズのアッベ数、νｎ
は第５レンズのアッベ数、ｆ２３は第２レンズと第３レンズの合成焦点距離、ｆｌは全系
の焦点距離である。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１３
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３０】
　第１から第５レンズＬ１からＬ５のうち少なくとも第１レンズＬ１は、高圧蒸気滅菌や
薬品による洗浄・滅菌に耐えられるように、滅菌耐性および薬品耐性に優れた硝材、例え
ば、サファイヤや、ジルコニア、イットリウム安定化ジルコニア、合成石英、透過性ＹＡ
Ｇまたはスピネルなどから形成されている。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３３】
　上記実施形態においては、第１レンズＬ１または第２レンズＬ２の少なくとも一方を、
２．０以上の高い屈折率を有する材質から構成してもよい。
　第１レンズＬ１の屈折率を２．０以上にした場合には、画角を維持したまま凹面の曲率
を小さくすることができる。また、凹面の曲率を従来と同等にした場合には、画角を広く
することができる。なお、屈折率が２．０以上であり滅菌耐性および薬品耐性に優れた硝
材としては、例えば、ジルコニアが挙げられる。
　第２レンズＬ２の屈折率を２．０以上にした場合には、第２レンズＬ２の焦点距離が短
くなり、その結果対物レンズ１全系の倍率色収差を小さくすることができる。
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【手続補正書】
【提出日】平成23年10月21日(2011.10.21)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体側から順に、負の第１レンズ、正の第２レンズ、開口絞り、正の第３レンズおよび
正の第４レンズと負の第５レンズとを貼り合わせた接合レンズから構成され、
　前記接合レンズが、下記条件式（１）および（２）を満足し、
　下記条件式（３）を満足する対物レンズ。
（１）　　　ｎｎ　≧　２．０
（２）　　　１２　＜　（νｐ－νｎ）　＜　３４
（３）　　　１．５２　＜　（ｆ２３／ｆｌ）　＜　１．７５
　ここで、
　ｎｎ：第５レンズのｄ線に対する屈折率、
　νｐ：第４レンズのアッベ数、
　νｎ：第５レンズのアッベ数、
　ｆ２３：第２レンズと第３レンズの合成焦点距離、
　ｆｌ：全系の焦点距離
である。
【請求項２】
　前記第１レンズが、下記条件式（４）を満足する請求項１に記載の対物レンズ。
（４）　　　ｎ１≧２．０
　ここで、
　ｎ１：第１レンズのｄ線に対する屈折率
である。
【請求項３】
　前記第２レンズが、下記条件式（５）を満足する請求項１に記載の対物レンズ。
（５）　　　ｎ２≧２．００
　ここで、
　ｎ２：第２レンズのｄ線に対する屈折率
である。
【請求項４】
　前記第３レンズが、下記条件式（６）を満足する請求項１に記載の対物レンズ。
（６）　　　（Ｒ３ｂ＋Ｒ３ａ）／（Ｒ３ｂ－Ｒ３ａ）≧－１．０
　ここで、
　Ｒ３ａ：第３レンズの物体側面の曲率半径、
　Ｒ３ｂ：第３レンズの像側面の曲率半径
である。
【請求項５】
　前記接合レンズ後端から像面までの間に正レンズを１枚以上備える請求項１に記載の対
物レンズ。
【請求項６】
　少なくとも前記第１レンズが、耐薬品性および／または滅菌耐性を有する材質で構成さ
れ、
　該材質が、サファイヤ、ジルコニア、イットリウム安定化ジルコニア、合成石英、透過
性ＹＡＧまたはスピネルである請求項１に記載の対物レンズ。
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【請求項７】
　前記接合レンズ後端から像面までの間に光路変換素子を備える請求項１に記載の対物レ
ンズ。
【請求項８】
　請求項１に記載の対物レンズを備える内視鏡。
 



(26) JP WO2011/125539 A1 2011.10.13

10

20

30

40

【国際調査報告】



(27) JP WO2011/125539 A1 2011.10.13

10

20

30

40



(28) JP WO2011/125539 A1 2011.10.13

10

フロントページの続き

(81)指定国　　　　  AP(BW,GH,GM,KE,LR,LS,MW,MZ,NA,SD,SL,SZ,TZ,UG,ZM,ZW),EA(AM,AZ,BY,KG,KZ,MD,RU,TJ,T
M),EP(AL,AT,BE,BG,CH,CY,CZ,DE,DK,EE,ES,FI,FR,GB,GR,HR,HU,IE,IS,IT,LT,LU,LV,MC,MK,MT,NL,NO,PL,PT,RO,R
S,SE,SI,SK,SM,TR),OA(BF,BJ,CF,CG,CI,CM,GA,GN,GQ,GW,ML,MR,NE,SN,TD,TG),AE,AG,AL,AM,AO,AT,AU,AZ,BA,BB,
BG,BH,BR,BW,BY,BZ,CA,CH,CL,CN,CO,CR,CU,CZ,DE,DK,DM,DO,DZ,EC,EE,EG,ES,FI,GB,GD,GE,GH,GM,GT,HN,HR,HU,I
D,IL,IN,IS,JP,KE,KG,KM,KN,KP,KR,KZ,LA,LC,LK,LR,LS,LT,LU,LY,MA,MD,ME,MG,MK,MN,MW,MX,MY,MZ,NA,NG,NI,NO
,NZ,OM,PE,PG,PH,PL,PT,RO,RS,RU,SC,SD,SE,SG,SK,SL,SM,ST,SV,SY,TH,TJ,TM,TN,TR,TT,TZ,UA,UG,US,UZ,VC,VN,
ZA,ZM,ZW

Ｆターム(参考) 4C161 CC06  FF40  NN01  PP07 

（注）この公表は、国際事務局（ＷＩＰＯ）により国際公開された公報を基に作成したものである。なおこの公表に
係る日本語特許出願（日本語実用新案登録出願）の国際公開の効果は、特許法第１８４条の１０第１項(実用新案法 
第４８条の１３第２項）により生ずるものであり、本掲載とは関係ありません。



专利名称(译) 物镜和内窥镜使用相同

公开(公告)号 JPWO2011125539A1 公开(公告)日 2013-07-08

申请号 JP2011543398 申请日 2011-03-25

[标]申请(专利权)人(译) 奥林巴斯医疗株式会社

申请(专利权)人(译) オリンパスメディカルシステムズ株式会社

[标]发明人 片平裕子

发明人 片平 裕子

IPC分类号 G02B13/04 A61B1/00

CPC分类号 G02B9/34 G02B9/60 G02B13/004 G02B13/006 G02B15/177 G02B23/2423

FI分类号 G02B13/04.D A61B1/00.300.Y

F-TERM分类号 2H087/KA10 2H087/LA03 2H087/NA14 2H087/PA04 2H087/PA05 2H087/PA18 2H087/PB05 2H087
/PB06 2H087/QA01 2H087/QA05 2H087/QA07 2H087/QA18 2H087/QA21 2H087/QA25 2H087/QA33 
2H087/QA37 2H087/QA41 2H087/QA42 2H087/QA45 2H087/RA32 2H087/RA41 2H087/RA42 2H087
/TA01 2H087/TA03 4C161/CC06 4C161/FF40 4C161/NN01 4C161/PP07

代理人(译) 上田邦夫
藤田 考晴

优先权 2010088741 2010-04-07 JP

其他公开文献 JP4902033B1

外部链接 Espacenet

摘要(译)

一种内窥镜用物镜和使用该物镜的内窥镜，其适用于小型且高像素的图
像拾取装置，并且结构简单。 从物侧起依次为负第一透镜（L1），正第
二透镜（L2），孔径光阑（S），正第三透镜（L3）和正第四透镜
（L4）和负第五透镜。 通过接合透镜（L5）和接合透镜（E45）而形成
的接合透镜（E45）提供满足以下条件表达式（1）和（2）的物镜
（1）。 nn是第五透镜（L5）相对于d线的折射率，νp是第四透镜（L4）
的阿贝数，νn是第五透镜（L5）的阿贝数。 （1）nn≥2.0 （2）12 <
（νp-νn）<34

https://share-analytics.zhihuiya.com/view/c32c2dff-40c8-4cc2-95b3-abc12c034b1d
https://worldwide.espacenet.com/patent/search/family/044762493/publication/JPWO2011125539A1?q=JPWO2011125539A1

